
インパクト志向金融宣言への署名について

（2026年2月版）
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インパクト志向金融宣言の概要：宣言文

■ 「インパクト志向金融宣
言」は、民間の金融機関
主導のイニシアティブ
“金融機関の存在目的は
包括的にインパクトを捉え
環境・社会課題解決に導
くことである ”、という想い
を持つ複数の金融機関が
協同し、インパクト志向の
投融資の実践を進める

■ 参加機関は、組織の代表
者の名で署名を行い、以
下の【宣言文】を実践して
いくことにコミット
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インパクト志向金融宣言の概要：特徴

■ 「インパクト志向金融宣言」は、 個別投融資における IMMの実践を積み上げていく というボトムアッ
プのアプローチと、 インパクト志向金融の経営を推進することを通じ、金融機関の業務全体にイン
パクト志向の金融を拡大させていく というトップダウンのアプローチの、双方からの取り組みを推進

個別投融資においてIMMの実践を積み上げる

インパクト志向金融経営を推進する

経営

実務

【トップダウン・ボトムアップ双方からの取り組み】
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インパクト志向金融宣言の概要：特徴
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■ この取り組みを複数の金融機関で アセットクラス横断的に推進していく ことで、金融機関が扱う資
金の流れを可能な限りインパクト志向へと変革させていくことを目指す

【2026.2時点のアセットクラス割合：合計：75社(署名金融機関 67社　署名協力機関 8社)】

（参考）署名機関リスト

https://www.impact-driven-finance-initiative.com/wp-content/uploads/2022/06/20260201_List-of-Signatory-Organizations_Japanese.pdf


インパクト志向金融宣言の概要：発足後の成果

■ 2021年11月29日に21の署名機関で発足、 2026年2月時点で 75機関
■ 6つの分科会の立ち上げ、各テーマに沿って本格的な活動を加速
■ 2024年のインパクトファイナンス残高は 17兆円

5

自
走
化



インパクト志向金融宣言の中期計画について

■ 2021年11月に発足した宣言は、中期的な指針を立てる必要が生じたため、集中討議等
を経て、2023 年7月に2023年～2025年の第1期中期計画を策定した。「中期計画」には 6
本の柱からなり、分科会を通じた活動と、全体の活動として推進するものに分類し活動を
推し進めた。

■ 第1期中期計画の進捗レビューや 2025年度の計画を策定するなかで、従来の分科会を
通じた活動にくわえ、分科会横断で議論するべき新たな課題が浮上し、 2024年後半から
コンテンツ運営委員会にてこれらの横串テーマの取り扱いを議論してきた。その結果、
IDFIとしての重点課題を最新の状況に沿ってより明確にするべきであるとの意見が数多
く示された。

■ こうして、最新の重点課題に対応する TOCおよび中期計画についても改訂を行う必要性
が認識され、2025年1月以降、運営委員会や集中討議の場で検討を進めてきた

■ 2回のアンケート、4回のコンテンツ運営委員会、 4回の集中討議を経て、2025年8月に新
中期計画を策定した（次ページ）
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インパクト志向の
浸透が限定的

インパクト投資の定義の
曖昧さ・多様化による
ウォッシュの懸念

個社レベルのインパクト
投資の限界

現状課題

①インパクト志向へ変革することへの納得感の醸成
● プレイヤーごとの行動変容のドライバーへのアプローチ

○ メインストリームの投資家やVCにおけるインパクト創出と企業価値の関
係性の明確化

○ アセットオーナーにおけるシステムレベルリスクの理解浸透
○ 個人（消費者）における社会的アウトカムの可視化・・等

②インパクトファイナンスの定義の拡大と質の引き上げ
● 広義を含むインパクトファイナンスの類型化と実践ガイドの整備による

新規参入者の巻き込み
● IMMの先進企業の事例共有・形式知化による質の引き上げ

③社会・環境課題を軸としたアセットクラス横断の連携強化
● 社会・環境課題を軸としたアセットクラス横断のファイナンススキーム

の確立と事例創出（多様なアセットクラス、公的機関や非営利団体な
どの巻き込み）

アプローチ
（巻き込むステークホルダーと起こしたい行動変容） アウトカム

裾野の拡大

IMM/情報開示・
対話の高度化

ビジョン：金融機関が扱う資金の流れを可能な限りインパクト志向へと変革させ、
環境・社会課題を自律的に解決しうる持続的な資金循環を生みだしていく

社会・環境課題
解決の加速化

IDFIのTheory Of Change（概要版）2025年8月策定



最終受益者
（資金の貸し手）

年金加入者、
保険加入者など

アセットオーナー
（資産保有者）

年金基金、保険会社、
財団

政府系ファンドなど

アセット
マネージャー
（資産運用者）

信託銀行、投信会社な
ど

企業
（資金の
受取手）

従業員

顧客/消費者

サプライヤー

地域住民

地球環境

証券
取引
所

販売
会社

証券
会社

運用方針 スチュワードシップ 情報開示・評価・エンゲー
ジメント

ステークホルダー
マネジメント

インパクトファイナンスを促進する各種イニシアチブ・団体

政府・地方自治体などの公的機関 / 政府系金融機関

IDFIのTheory Of Change（概要版）2025年8月策定
ステークホルダー全体像と巻き込むべきターゲット層
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金融機関（銀行・信用金庫など）

IDFIの署名機関（比較的インパクト志向が高い層） 受益者

インパクト志向にシフトする可能性がある層

社会・環境課題を軸とした横断アプローチのために巻き込むべき層

預金者
（個人、企業）

アカデミアなど研究機関
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中期計画（一覧表取りまとめVer）
主要テーマ 活動 成果物

①インパクト志向
に変革することの
納得感の醸成

● インパクトと企業価値の関係性の仮説構築＋ CaseStudy
● βの低減を目指すインパクト投資の実践に向けた議論
● システムレベルリスク /システミックリスクなどに関するセミナー開催による理解

浸透（アセットオーナー向け）
● 公開文書（宣言により作成したもの）に関わるセミナー開催
● 金融庁・・JPX・その他自主規制団体等へのエンゲージメント

● インパクト創出と企業価値向上
の関係性に関する文書

● 企業価値評価に関する実践手引
き

● エンゲージメント強化型運用のガ
イドライン策定

②インパクトファイ
ナンスの定義の拡
大と質の引き上げ

● 多様なインパクトファイナンスの最新事例の共有・議論
● 多様なインパクトファイナンスの類型化マップの策定
● 算入基準のアップデート
● 類型化の定義に基づくインパクトアワードの開催
● 署名機関に対する一定の認定基準の設計
● 新規加入・実務者向けコンテンツの充実
● 金融庁・東証など主要外部機関へのエンゲージメント

● 「新たなインパクトファイナンスの
あり方と段階的導入基準（仮
称）」

● 新たな定義・算入基準に基づく
署名機関の残高集計と公表

● IDFI書籍第二版

③社会課題を軸と
したアセットクラス
横断の強化

● システムチェンジ投資に関する事例収集＋課題議論

● システムチェンジ投資などに関するセミナー開催

● 選定テーマに関する社会課題の課題マップ策定（アカデミア・地方自治体・他

の課題マップ策定PJとの連携）

● 横断的アプローチ（ファイナンススキーム）の検討 /
● モデルケースの組成（外部機関や地方自治体との連携）

● モデルケースの社会実装・進捗（アウトカム指標）公開

● 課題マップ
● モデルケースの実績事例（アウト

カム）
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中期計画（一覧表取りまとめVer）

主要テーマ 活動 成果物

運営・
ガバナンス

【自走化後基盤整備】
● 自走化に伴うIT（Zoom、ワークスペース、メーリングリスト）等の基盤

整備
● 会員名簿の管理ツールを検討・導入
● 内部資金・予算の充実に向けた取り組みの検討

【ガバナンス】
● 活動に伴って必要となる運営規程・規則の継続的改訂・整備
● 適切な予算・執行管理
● 法人化の検討着手

【内部向けエンゲージメント】
● 情報共有基盤の整備・運用
● 新規参加者・新規担当者向けプログラムの実施
● 署名機関の要望吸い上げ・対応（署名機関エンゲージメント）

【広報】
● 発信活動の強化
● イベント実施

● メディアリレーション強化

● 契約締結、運用開始

● CRM簡易ツール導入
● 取り組み計画

● 運営規程・規則
● 運営委員会での適切な報告

● 内部ウェブサイトの充実
● プログラム実施
● 定期的なヒアリング実施

● 発信数他
● 参加者数・フィードバックアン

ケート他
● 記事数



総　会

運営体制と活動内容

■ 年１回

■ 3ヶ月に１回

■ 毎月

■ 毎月～隔月

■ 最高意思決定機関 ■ 全員

頻度役割 参加者

■ 総会に任命され、日々の組織
運営について決議・推進をする

■ 運営委員
■ 座長・副座

長

■ （分科会）運営委員会が設置、
任意の参加者がそれぞれの
テーマで活動

■ 希望者

■ 任意■ （企画チーム）運営委員会が設
置、任意テーマで企画を行う

■ 希望者



運営体制と活動内容（運営委員・監事）

■ 運営委員
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（委員長）
■ 三井住友トラストグループ株式会社　フェロー役員　　金井　司
（副委員長）
■ りそなアセットマネジメント株式会社　チーフ・サステナビリティ・オフィサー  常務執行役

員責任投資部担当　松原　稔
（委員）
■ コミュニティ・バンク京信　ソーシャル・グッド推進部　部長　石井　規雄
■ 第一生命保険株式会社　責任投資推進部　部長　岡崎　健次郎
■ 三菱UFJ信託銀行株式会社　MUFG AM サステナブルインベストメント フェロー　加藤　

正裕
■ 株式会社慶應イノベーション・イニシアティブ（KII）プリンシパル 産学連携学会理事 宜保 

友理子
■ 株式会社肥後銀行　経営企画部サステナビリティ推進室　室長　坂口　尚
■ 株式会社みずほフィナンシャルグループ　グループCSuO補佐（サステナビリティ・インパ

クト担当）末吉　光太郎
■ 株式会社DGインキュベーション　シニアプリンシパル　堤　世良
■ GLIN Impact Capital　代表パートナー　中村　将人
■ 株式会社SBI新生銀行　執行役員　長澤　祐子
■ 株式会社かんぽ生命　執行役　運用企画部長　野村　裕之
■ UntroD Capital Japan株式会社　取締役　藤井　昭剛　ヴィルヘルム

■ 監事 ■ 株式会社キャピタルメディカ・ベンチャーズ　代表取締役　青木 武士
■ 明治安田生命保険相互会社　運用企画部　責任投資推進部長　細川 真典



運営体制と活動内容（アドバイザー）
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■ 水口 剛氏

高崎経済大学　学長

■ 木村 武氏

責任投資原則（PRI）理事

■ 松山 将之氏　

株式会社日本政策投資
銀行　　　設備投資研究
所　主任研究員

■ 大野 美希子

国際監査・保証基準審
議会（IAASB）ボードメン
バー、株式会社リクルー
トホールディングス　ディ
レクター



分科会 (縦ぐし ) 
Asset class/ Theme

地域金融分科会

ソーシャル指標分科会

ベンチャーキャピタル分科会

アセットオーナー･アセットマネジメント分科会

融資・債券分科会

インパクト志向企業価値向上アライアンス

インパクト志向金融枠組み検討会
14

運営委員会

• 算入基準検討チーム / IMM企画チーム /海外連携
企画チーム

• Executive Leadershipプロジェクトチーム (ELT)
• ・・・ (必要に応じて新設 )

企画チーム /プロジェクト (横ぐし )※

報告設置

運営体制と活動内容

■ 「分科会」はアセットクラス別やテーマ別といった ”縦ぐし”で有志のメンバーが集まり、議論・情報共
有を行う会議体、「運営委員会」や「企画チーム /プロジェクトチーム」は、 ”横ぐし”機能を担い、プ
ラットフォーム全体に向けた活動を推進していく会議体



分科会（※）   座長　（2026年2月時点）  

地域金融分科会   金井司(SMTH)/鄭鉉澈（静岡銀行）  

ソーシャル指標分科会   松原稔(りそな)/石井規雄(コミュニティ・バンク京信)  

ベンチャーキャピタル分科会   堤世良(DGｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ)/秦雅弘(GLIN)  

アセットオーナー･アセットマネジメント分科会   安間匡明(事務局)/宮本泰俊(日本生命)/坂本一太(カディラキャピタルマネジメント)  

融資・債券分科会   末吉光太郎（みずほ銀行）/清水一滴（GX推進機構）/橋爪麻紀子（日本総研）  

インパクト志向企業価値向上アライアンス   安間匡明(事務局)  

インパクト志向金融枠組み検討会   水口先生（高崎経済大学）  

運営体制と活動内容

■ 各分科会は、おおむね月に1回開催(参加できる分科会の数登録メンバーの数は特に制限なし)  

※分科会は、追加や変更の可能性があります。 15
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プログレスレポート

2025年1月29日に年次事業報告（プログレスレポート）を発表

 本編  別冊

・本年の進捗
・署名機関残高
・分科会活動報告他

・署名機関各社の
報告

 本編WEB版  別冊WEB版

https://www.impact-driven-finance-initiative.com/wp-content/uploads/2024/11/ProgressReport2024.pdf
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会費について（運営規程別表）
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■ 本宣言に賛同し、組織の代表者（基本的には社長、頭取、 CEOなど）の名で署名を行って頂ける金
融機関であれば、特に制限はありません。

■ 署名手続きは、事務局からメールで「確認依頼状」を送付し、それに返信頂くというプロセスです
（原本への捺印等は必要ありません）。詳細については、事務局までお問合せ下さい。

署名資格・署名手続き

お問合せ先　
インパクト志向金融宣言事務局　
Email: idfi_contact@jidfi.org


